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はじめに                                

 
 西郷村では、平成２９年度からの１０年間を計画期間とした「第四次総合振興計画」を定

め、『人と自然が輝き笑顔を未来へつなぐ「さわやか高原公園都市」にしごう』を将来像と

する政策・施策体系が構築されました。 
第四次総合振興計画の進行管理においては、個別の事務事業を中心とした事務事業評価

から、「施策が効率的・効果的なのか」、「事務事業が適切なのか」を評価する施策評価を導

入し、行政評価制度が構築されたところであります。 
第四次総合振興計画初年度である平成２９年度は施策の内部評価を試行的に行い、平成

３０年度から第三者の視点からの評価及び意見を聴取することにより、施策評価の客観性

と透明性を高めることを目的に外部評価が導入されました。 
外部評価の方法は各自治体で様々であり、村と連携し試行錯誤を重ねながら検討を進め

るものとしました。各委員の専門性や経験、見識等を踏まえながら、積極的な議論を重ね、

更には施策を評価するにあたっては、担当課からの説明や質疑応答を実施し、効果性や必要

性、公平性等を中心に評価及び検証を進めてきました。 
なお、外部評価の実施にあたっては「村の実施する行政評価について調査審議し、村長に

改善案等の助言を行う」専門の機関として、昨年度から西郷村行政評価推進委員会が設置さ

れました。 
本報告書は、令和２年度に村が実施した施策の評価について、西郷村行政評価推進委員会

が行政評価の目的である「事務事業の改善」、「行政の説明責任の向上」、「職員の意識改革」

を達成するための議論の結果をまとめたものであります。 
評価対象年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、全国的に移動や外出の自

粛、イベント等開催における制限によって、実施計画に掲げられた数々の事業の実績・成果

からも、相当の影響があったという事実を伺い知ることが出来ました。 
評価の過程で、資料提出やヒアリングに対応していただいた職員の方々に対し、委員一同

感謝申し上げるとともに、村民の幸福と村の発展のためこの内容を真摯に受け止め、施策展

開や事務事業等の見直しに活用する中で、常に村民の立場に立ち村政運営に尽力すること

を期待するものであります。 
  
 
                          令和３年１０月 委員一同 
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１．外部評価の概要（令和２年度基本施策及び事務事業の外部評価）                      

 
（１）外部評価の視点 

  外部評価は、施策の指標・目標の妥当性、内部評価への指摘、総合評価、及び提言等に

ついてまとめています。 
 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
各施策における指標、目標値の妥当性の検証、および内部評価に対する指摘事項を記

載しています。 
 

② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性） 
総合評価では、内部評価（職員評価）の結果を参考に評価を行いました。内部評価は

事務事業毎にそれぞれ担当職員により、次の観点から評価が実施され、その結果を踏ま

えて個別施策の評価、基本施策の総合評価が行われています。 
 

【内部評価】 
＞事務事業評価 
・必要性…社会経済情勢の変化や村民ニーズに照らし事業の必要性は薄れていないか。 
・達成度…数値目標は達成しているか、期待された成果が得られているか。 
・効率性…投入された行政資源に見合った行政活動が実施されているか。 
・公平性…受益者負担の在り方は適正か。 
・緊急性…事業の緊急性はあるか。 
・１次評価（担当課長評価）…定量（指標値）評価、及び事業成果、並びに上記５つの

訂正評価を踏まえ事業全体を評価。 
・２次評価（総務課長、財政課長、企画政策課長評価）…上記評価結果を踏まえ、次年

度以降の事業の方向性（拡大・拡充／現状維持／縮小・統合／次年度以降検討）を、

労務費、事業費、政策面からそれぞれ判断し決定。 
 
＞基本施策評価 
・個別施策の評価…事務事業評価の結果を踏まえ、基本施策に属する個別施策の今後の

取り組みについて、現状維持／拡充強化／縮小の３段階で評価。 
・全体総括…個別施策の評価を踏まえ、基本施策の今後の方向性、見直し等を記載。 
・総合評価…個別施策の評価および全体総括を踏まえ、A 目標に向け順調に進んでいる

／B 目標に向けある程度進んでいる／C 縮小・統合の三段階で評価。 
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【外部評価】 
外部評価では、これら内部評価（職員評価）結果を参考に、第三者の視点を持って次の

４つの観点から基本施策の取組を検証し評価しました。 
・必要性…住民に求められている施策であるか。 
・妥当性…村が税金を投入して行うべき施策か。 
・達成度…事業の目的が効果的に達成されているか。 
・効率性…目的達成のために、他に効率的な方法がないか。 
 
上記それぞれの観点から、基本施策を検証し、次の４つの区分で評価を行いました。 

 評  価  区  分 
A：計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 
B：ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 
C：目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 
D：目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

 
   なお、本報告書「総合評価の理由等」の欄では、各評価区分にそれぞれ「＋」、「－」

を付して、より細分化した標記をしています。 
「＋」付記…評価件数が最も多い区分を基準とし、基準より上位の評価も含まれる 
「－」付記…評価件数が最も多い区分を基準とし、基準より下位の評価も含まれる 

 
③ 外部評価からの提言等 

施策とそれを構成する事業の関連性について、評価から一歩踏み込んだ形で「必要な

のか」、「有効なのか」といった視点から、施策展開や事務事業等の見直し、次年度以降

の計画、予算への反映を通じて村の行政運営の改善に役立てていただくため、提言等を

取りまとめました。 
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（２）評価対象の選定 

 評価対象の選定については、本委員会で全ての施策の評価を単年度で行うことが困難で

あることから、基本方針に基づき、第四次総合振興計画に掲げる８つの基本目標からそれぞ

れ１基本施策を外部評価委員会において抽出し、８施策程度を対象に実施することとして

おりました。 
今年度の評価では、旧年度外部評価において評価済みの施策を除く４施策を優先的に評

価の対象とし、併せて旧年度の評価結果や昨今の社会情勢等を勘案し下記の８施策を選定

しました。 
  

 選定した基本施策の評価にあたっては、村が事前に作成した施策評価シート（※参考資料

として巻末に添付）のほか、個別事務事業評価（内部評価）シートを参考に、担当課に事前

質問を行い、それに対する回答を受けた上でヒアリングを実施し詳細を確認しながら進め

ました。 

基本目標 分 野 ｺｰﾄﾞ 選定施策名 担当課名 
評価

年度 

１．希望に満ち、子どもたち

が健やかに育つむらづくり 
子ども・子育

て・少子化対策 1-2 幼児期の教育・保

育の充実 
福祉課 

学校教育課 
R1 
R3 

２．自らを高め、共によりよ

く生きるむらづくり 
教育・文化・ス

ポーツ 

2-5 スポーツの推進 生涯学習課 R3 

2-6 芸術・文化の振興 生涯学習課 R3 

３．活力ある、交流とふれあ

いのむらづくり 
産業・観光・交

流 3-2 商工業の振興 産業振興課 R2 
R3 

４．快適に暮らし、利便性の

高いむらづくり 都市基盤 --- --- --- --- 

５．自分らしく生き、笑顔が

あふれるむらづくり 
保健・医療・福

祉 

5-4 障がい者（児）福

祉等の充実 
福祉課 

拠点整備室 R3 

5-5 地域福祉の充実 
福祉課 

健康推進課 
防災課 

R3 

６．自然と共生し、環境にや

さしいむらづくり 環境保全 6-2 資源循環型社会の

推進 環境保全課 H30 
R3 

７．安全が守られ、災害に強

いむらづくり 防災・防犯 7-1 防災対策・消防体

制の充実 

防災課 
拠点整備室 
建設課 

H30 
R3 

８．共に考え、協働するむら

づくり 行財政運営 --- --- --- --- 
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２．外部評価結果 
（１）施策の個別評価結果 

基本目標 １ 希望に満ち、子どもたちが健やかに育つむらづくり 

基本施策 １－２ 幼児期の教育・保育の充実 

主担当課名 福祉課 

関連課名 学校教育課 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果、改善の必要があると判断

する。次の点に留意し次年度以降対応すること。 

・待機児童解消への目標設定が具体性に欠け、施策の方向性が不透明である。 
・保育士確保各事業において、保育士の適正な人数を提示し目標値とすべきである。 
② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「B-」と判断する。 
・待機児童の解消等に努力されているが、保育ニーズに追いついていない

部分が見られる。計画等も十分に踏まえ頑張ってほしい。 
・幼稚園の３年保育、預かり保育の実施が未実施であり待機児童問題も未

解決である。 
・病児保育は広域的に取り組まれており、評価できるが定期的なニーズ分

析が必要。 
③ 外部評価からの提言等 
・世界的にも早期教育の重要性が認識されているため、幼稚園の３年保育を実現された

い。 
・保育士の人材確保について、働く環境や給与条件等受け入れ側の努力も必要。また、大

学等への求人や一度離職した方への再就職等について洗いなおす必要がある。 
・他市町村の保育所や幼稚園で虐待等不適切な運営が見られることから、村においては

行政による指導の徹底、携わる職員の人権意識の向上を図られたい。 
・まきば保育園の民営化（私立化）及び、３年保育、延長保育の実施について努力された

い。 
・３年保育を実施するにあたり、教室等の問題があるのであれば、まずは預かり保育から

実施してはどうか。 
・保育士確保にあたり、潜在保育士がかなりいると思うので、就職祝金等を給付するなど

して、就職するきっかけを作ってみてはどうか。 
・就学前の乳幼児の保育の在り方について、認定こども園への変更や創設についても検

討を進めてほしい。 
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基本目標 ２ 自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 

基本施策 ２－５ スポーツの推進 

主担当課名 生涯学習課 

関連課名  

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果概ね妥当であると判断する。 

しかしながら、次の点に留意し次年度対応すること。 
・全ての人がスポーツに親しむ機会を設けるという点から、障がい者の参加に対する指

標や目標を加えてほしい。 
・コロナ禍により参加人数が目標値に達していなかったが、村民の多くが体力をつける

ことができ、楽しんで参加できる指標を考えるべき。 
② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「B-」と判断する。 

・コロナ禍の影響により評価対象年度の達成度は低迷しているが、数年単

位でみるとほぼ計画通りである。 
・幅広いスポーツ活動の推進について、指導者の育成等今後の課題がある。 

③ 外部評価からの提言等 
・体育施設の管理は公共施設のインフラ維持修理の問題の中心で、費用削減が優先され

がちであるが、利用者の安全や利便性に十分注意していただきたい。 
・オリンピックで人気の競技であるスケートボードやスポーツクライミング、BMX,MTB

等の施設を設置し、村外からの自転車競技の誘客と振興について検討されたい。 
・すべての人がライフステージに応じたスポーツ活動に参加できる環境の充実が望まれ

る。スポーツを通した住民の交流や健康づくりの施策を推進されたい。 
・老若男女を問わず、またノーマライゼーションの理念に基づいて「ともによりよく生き

るむらづくり」をスポーツの分野でも推進し、インクルーシブなスポーツを支援する

施策が望まれる。 
・新たな種目のスポーツ教室を開催するなどして、サークル活動を促進されたい。また、

各団体、サークル等に自主性を持たせることが必要である。 
・西郷村ではこのスポーツに力をいれているというようなものが１つでもあるとスポー

ツの推進に繋がると考える。 
・ある程度のスポーツの推進は図られているが、今後も村民の体力増進のため楽しめる

スポーツの推進、さらには子どもたちや障がい者に夢を与えられるようなスポーツ環

境の整備を推進されたい。 

 
 
※ノーマライゼーション…障がい者や高齢者などがほかの人と平等に生きるために、社会基盤や福祉の充実などを

整備していく考え方。 
※インクルーシブ…子どもたち一人ひとりが多様であることを前提に、障害の有無にかかわらず、だれもが望めば

自分に合った配慮を受けながら地域の通常学級で学べることを指す教育理念。 
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基本目標 ２ 自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 

基本施策 ２－６ 芸術・文化の振興 

主担当課名 生涯学習課 

関連課名  

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果概ね妥当であると判断する。 

しかしながら、次の点に留意し次年度対応すること。 
・施策の指標は充分なものであり、芸術・文化の振興は地域住民の生活に潤いと活力を与

える有意義な目標である。しかし、次世代に継承する芸術・文化という視点から見ると

指標や目標にあまり反映されていない。 
・民俗芸能・盆踊り補助金の額は指標に適さない。開催箇所や開催回数等を指標としたほ

うがよい。 
② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「B」と判断する。 

・数年でみると目標はほぼ達成されている。コロナ禍であっても文化協会

加盟団体が増加していることは喜ばしい。 
・残念ながら文化活動推進事業が行われていない。村の文化財等を充分に

村民に知ってもらう事や、また地域の民俗芸能・伝統芸能の伝承のため、

文化協会や中央公民館など中心部の活動だけではなく、後継者を育成し地

域の公民館活動にも積極的に目を向けて底上げを図る必要がある。 
③ 外部評価からの提言等 
・近隣市町村では文化芸術活動推進事業に多くの予算を取っている、当村においても文

化芸術活動の支援を強化されたい。また、白河市のコミネスの村民利用のため市と協

力を図られたい。 
・村独自の質の高い文化的風土を醸成していくためにも、農村に伝わる伝統行事や縄文

遺跡の復元展示を行う事や、さらに村内の文化的財産を発掘し、記録・保存し、紹介す

ることが必要であり、子どもたちへの教育に努めてほしい。 
・歴史民俗資料館を常設とし教育や伝統芸能の伝承拠点として、さらには観光資源とし

て活用することについても検討をすすめていただきたい。 
・地域の文化・文化財、民俗芸能の伝承が困難になっている。郷土愛を育み、継承してい

くためにも、多面な芸術、文化にふれる機会を増やすことや、広域的な情報（音楽会や

美術展など）について提供されたい。 
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基本目標 ３ 活力ある、交流とふれあいのむらづくり 

基本施策 ３－２ 商工業の振興 

主担当課名 産業振興課 

関連課名 総務課 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果、改善の必要があると判断

する。次の点に留意し次年度以降対応すること。 

・目標値が５年間同一であることについて改善が必要である。 
・商工業の振興では、西郷村の利点を生かし切れていない。テクノロジーの進化は新しい

経済活動を生み出しており、こうした分野に精通した人材の育成やイノベーションが

望まれるが目標として表れていない。 

・指標：村内創業者数について、実績が上がらないのは活用しにくい制度設計なのかもし

れないため、あらためて検討することや別な指標を設定する必要がある。製造業従業

員数のほか、卸売・小売事業従業員数を設定しても良い。 

② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては「B-」と判断する。 
・指標は概ね達成されているが、H27 から実績に変化が見られない。 
・目標を下回る分野が多く、達成に向けた努力や工夫改善があまり感じら

れない。また、コロナ禍での対策は不充分と思われる。 
・事業者に対する新型コロナウイルス対策事業、中小企業経営合理化資金

保証料補助金、融資利子補給金補助金等の実施に感謝する。 
③ 外部評価からの提言等 
・工業用水料金減免は、水道会計や水道財政の公平性からみれば容認できない。進出企業

の財政的貢献からすれば容認される見解もあろうが、定期的に交渉の場を設定するこ

とや期限を設けるなど、見通しを持った計画を示すべきである。 

・既存の村内事業者が経営改善計画書作成事業を実施した事業者に補助金等をだすべき

ではないか。 

・中小規模の飲食、観光関連業に対し十分な支援をされたい。 

・今後の成長が見込まれる企業については、立地を活かし集中的に支援していく政策が

必要である。 

・高等教育機関の乏しい本村では、より大学や研究機関、優良企業との連携を強化してい

く施策が望まれる。 

・コロナ禍における中小企業・小売業の支援について、継続的な支援の必要性を認識する

とともに、長期的な発展のため効果的な景気対策を模索されたい。 

・実績が横ばいであるため、事業の見直しや再検討が必要である。 
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基本目標 ５ 自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり 

基本施策 ５－４ 障がい者（児）福祉等の充実 

主担当課名 福祉課 

関連課名 拠点整備室 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果概ね妥当であると判断する。 

しかしながら、次の点に留意し次年度対応すること。 
・２次評価（内部評価）において、「相談体制の強化」とあるため、こういった項目が測

れる指標を加えていただきたい。 
・福祉施設利用者の一般就労移行者数、就労移行支援事業利用者数が目標値に達してい

ない。企業の理解促進とグループホームなどの生活の場の開拓も、共に進める必要が

ある。障がい者の雇用数を指標化することが望ましい。 
② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「B-」と判断する。 

・指標及び目標はほぼ計画どおりであるが、さらなる努力を望む。 

・障がい者福祉計画に基づき、計画の進行管理に注力してほしい。 

・公共施設のバリアフリー化、障がい者雇用の推進、障がい者の自立を目標

にした施策が必要。 

③ 外部評価からの提言等 
・「障がいのある方」等の意見・要望は充分に納得がいくようにはできないかもしれない

が、近づくことは可能である。そのためには、様々な制度について職員の理解が必要で

あるため、職員研修の充実を図られたい。また、障がい者の人権に対する理解も重要で

あり、この理解を村民と共有できるよう取り組まれたい。 

・障がい者の雇用に関して、障がい者雇用促進法に基づき法定雇用率が定められている

が、現実的に募集をかけても問い合わせが無いのが現状。障がい者団体に業務を発注

し協力してもらうなどの制度設計について検討されたい。 
・パラリンピックを機に、障がい者スポーツへの積極的なかかわりと振興を望む。 
・障がい者の社会参加を進めるためには、包括的な支援体制の構築が望まれる。家族支援

も重要であり、一人ひとりのニーズに対応して、教育、就労、保健、医療等との連携な

くしては適切な支援に繋がらない。 
・発達障がい児については、個々に応じた教育体制が不十分であるため、福祉と教育の連

携強化が望まれる。 
・村内だけでは基本目標は達成できないため、広域連携について早急に検討されたい。 
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基本目標 ５ 自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり 

基本施策 ５－５ 地域福祉の充実 

主担当課名 福祉課 

関連課名 健康推進課・防災課 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●むらづくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果、改善の必要があると判断

する。次の点に留意し次年度以降対応すること。 

・社会福祉協議会への補助金が主であるため、この補助金で達成される成果を指標とす

ることについて検討されたい。 
・ボランティア団体数や生活困窮者支援事業の指標だけでは、地域福祉の充実を図れる

指標とならない。地域福祉計画として様々な分野のサービス資源の整備目標を総合的

に把握する指標や目標を定める必要がある。 
・指標、目標値が地域共生社会の実現という課題に対しカバーできていない。 
② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 
●施策の進捗としては概ね「B」と判断する。 

・社会福祉協議会補助金については、多種多様な委託事業を行っているが、

本来の目的を逸脱していないか要検討。 

③ 外部評価からの提言等 
・申請主義では拾いきれない福祉ニーズについて、他の先進事例を学び努力されたい。 

・「ユースプレイス」事業の認知が低いと感じられる。業者への委託で終わりではなく、

自立就労までの支援について連携していく目標を掲げてほしい。 

・引きこもりの実態（年齢別）の把握と、対策について検討をされたい。 

・社会福祉法により、自治体には地域福祉計画を定める努力義務が課されているため、福

祉行政の縦割りをなくし、種別ごとの福祉計画の上位計画として計画を策定し、併せ

て社会福祉協議会に地域福祉活動計画の策定について働きかけ、連携して効果的な福

祉施策を展開されたい。 

・多職種連携のもとに、貧困、虐待などの児童問題、教育や社会参加、就労などの障がい

者支援、認知症や在宅医療などの高齢者福祉、バリアフリーのコミュニティづくりな

ど地域福祉における様々な課題に包括的に取り組まれたい。 

・隣組などの旧い組織の考え方ではなく、共助の考え方を活用すると良いのではないか。 

・ボランティア団体の増加に向けた取り組みが必要である。 
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基本目標 ６ 自然と共生し、環境にやさしいむらづくり 

基本施策 ６－２ 資源循環型社会の推進 

主担当課名 環境保全課 

関連課名  

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●村づくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果概ね妥当であると判断する。 

しかしながら、次の点に留意し次年度対応すること。 

・指標と目標値に妥当性があり、職員の努力は感じられるが住民の理解が進んでいない。 

・不法投棄の現状に鑑み、適正な人員を目標に掲げるとともに、監視カメラ等の設置台数

を目標値にしてはどうか。 

・ごみの削減は適正な指標であるが、資源循環型社会が推進されているかは疑問である。 

・ごみを出さない、出させない段階での対策目標値を掲げてほしい。 

・家庭／企業／行政等に区分し、それぞれが取り組みやすい指標を掲げるとよい。 

② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B  ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C ○ 目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「C+」と判断する。早急に見直しが必要である。 

・リサイクル率低下の原因を究明されたい。 
・村の考えを村民に対し周知徹底をするべきである。 
・村民一人ひとりが、不法投棄の監視、ごみの分別回収や一斉清掃を通し、

環境美化や自然保護に努めることは有意義である。 
・目標値の達成に至っていない。全国平均を大きく下回るため、検討を急ぐ

必要あり。 
③ 外部評価からの提言等 
・循環型社会の推進には啓発活動が重要であるが、個々の考え方には大きな相違がある

と考えられるため、企業等を通じて３Ｒの考え方等について周知徹底を図ってはどう

か。特に参加型の啓発活動は有効であると考える。 
・ごみの排出量は年々増加し、またリサイクル率が低下しているため、企業、事業者、家

庭等のそれぞれに対し、実効性のある対策を立てる必要があると考えられる。 

・農家等での生ごみはコンポスト等により、極力自家処理を推進する。 

・不法投棄の監視について、サポーターではなかなか登録者が増えないため、あらためて

有償化について検討をされたい。 
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基本目標 ７ 安全が守られ、災害に強いむらづくり 

基本施策 ７－１ 防災対策・消防体制の充実 

主担当課名 防災課 

関連課名 拠点整備室・建設課 

① 施策の指標・目標値の妥当性、内部評価への指摘 
●村づくり指標及び目標値については、ヒアリングの結果概ね妥当であると判断する。 

しかしながら、次の点に留意し次年度対応すること。 

・施策の指標に妥当性があるが、目標値達成のための努力が必要と考える。 

・消防団員数の目標値に対する妥当性を検討してほしい。 

・防災関連の情報に関する指標を作成してはどうか。 

② 総合評価（必要性、妥当性、達成度、効率性の観点を踏まえた評価） 

A  計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 

B ○ ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 

C  目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

D  目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 

理由等 

●施策の進捗としては概ね「B」と判断する。 

・消防団員数と消防力充足率はやや低下傾向にあるが、ほかの目標値はほ

ぼ達成されている。 
・消防団員の努力は評価できるが、団員数の不足を解消するため目標値の

再検討が必要と考える。 
・防災備蓄倉庫設置の目標に対する達成度が 50％では不安である。 

③ 外部評価からの提言等 
・防災行政無線のデジタル化に伴い、利用の仕方がわからないなど、本来情報が必要な村

民に対して情報が確実に届いていないように思われる。諸団体の協力を得て、さらな

る普及促進を行い、不安や不満を解消してほしい。 

・消防団員を確保する施策を進めることで地域の安全と防災体制の構築がなされる。ま

た、日常的な近隣の見守り活動や支えあいなどの互助の精神を醸成していく施策が望

まれる。 

・消防団員の活動を広報することで、住民や雇用主からの理解と協力を得られ、処遇改善

やなり手不足の解消に繋がることを期待している。 
・近年の自然災害の増加を受けて、備蓄倉庫の整備を含めた施策をさらに推進すべき。 

・メガソーラー設備周辺の雨量や土砂流出等を常時監視し、必要に応じ事業者に指導を

行うなど、対策を十分に行う必要がある。 

 



 

（２）全体的な意見について 
施策評価の目的は、行政評価を通じて「総合振興計画の施策体系の中で果たすべき役割を

認識しながら、各事業の目的、成果、課題、コストを意識し、村民目線に立って、事業の見

直し、事務の改善に取り組み、効果的かつ効率的な行政運営に取り組むこと」である。 
 今回、外部評価を実施した結果、下記のとおり課題等が挙げられているので、改善を図ら

れたい。 
 
○職員の評価に取り組む姿勢について（内部評価含む） 
 各担当部局において内部評価が単なる作業とならないよう、内部評価方法を工夫するこ

とや、内部評価に対する理解や説明責任を果たそうとする意識の向上に努めていただきた

い。委員会評価の結果を真摯に受け止め職員一人ひとりの創意工夫により業務改善を進め、

現状維持の姿勢を転換し、課題に向かってチャレンジしている姿を見たい。 

 また、昨年度に引き続き、委員会の事前質問に対し事前に回答を提出していただいたうえ

で、ヒアリング当日には担当課員の出席に協力をいただいたほか、ヒアリングの様子を全職

員が視聴できるようライブ配信を行い情報の共有を図ることなども含めて、旧年度に提言

を述べた各課を横断し連携した取組等については、改善の傾向がみられる。今後も継続して

各事業を互いに理解し、連携して実施できる部分について、各課各人の能力を発揮していた

だきたい。 
  
○施策評価シート及び個別評価シート等について 

施策評価シート及び個別評価シートの記載に当たっては、「施策を評価する」、「総合振興

計画の進行管理を行う」という目的に沿って記載するとともに、第三者の目線に立ち具体的

でわかりやすい記述、並びに様式の作成に心がけていただきたい。 
また、外部評価の実施にあたり、監査報告等で特に指摘を受けた事業があれば、資料とと

もに開示いただきたい。 
なお、村民は公表される報告書のみ閲覧が可能であるため、それだけでは評価の妥当性の

判断が出来ないため、本報告書巻末に評価対象施策の内部評価結果（基本施策評価シート）

を添付した。 
 

○むらづくり指標、個別施策の指標・目標について 
設定された各指標の妥当性及び達成度を検証するという作業は、この行政評価の根幹を

成すものである。村の現状と課題を施策や事業を展開することでどの様な状態にしたいの

か達成度合が村民に伝わるよう指標を設定する必要がある。達成度にばらつきがあるもの

についてはその要因分析を行い、目標達成のための実施計画策定、事業実施に努められたい。 
なお、各担当部局により設定する指標数に差があり、多くの指標を設定していても遂行で

きるか不安であり、その指標自体も漠然としており適切なものであるか疑問が残る。 

また、指標設定が施策の展開や事業の目的と一致していないものもあるため、事業の目的

を良く理解し適切な指標に見直すべきであり後半５年間の後期基本計画策定時には、４年

間実施してきた外部評価の結果を踏まえて、指標の適正化が行われるよう、本委員会におい

ても指標と目標について議論することを切望する。 
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○外部評価の反映について 
  個別事業の細かい部分までは、外部評価の内容を反映することは難しいと思うが、引き続

き施策展開や事務事業等について見直しを行うことや、次年度以降の計画や予算に反映さ

せるなど村行政運営の改善に努められたい。 
 なお、昨年度からは外部評価がより効果的なものとなるよう、評価の結果を踏まえた見直

し内容や、次年度以降の予算反映の方向性について確認するために、当初予算編成後に開催

する行政評価推進委員会において、外部評価結果に対する村の回答及び説明をいただいた

事は高く評価する。 
また、今年度の外部評価結果に対する今後の方針についても、同様に回答及び説明を要望

する。 
 
○その他意見 

開発行為や不法投棄等、ひとつの自治体だけでは解決困難な問題は、他自治体や県、国と

も密接に連携して対応されたい。さらに、住民一人ひとりの生活支援に係ることは、福祉、

医療、保健、教育などの関係する機関が連携を強めるように働きかけていただきたい。 
今後も継続して行政評価を実施していくことが重要であるが、外部評価対象事業数が多

い事から、限られた時間内で全ての事業を掘り下げて、検証・評価することが困難である。 

現状では、恒久的な支出や一般事務費等の経常経費についても、評価の対象として外部評

価を実施しているが、政策的な経費を伴う事業を抽出して外部評価を実施するなど、より評

価範囲を絞って重点的に外部評価を行うことが望ましい。 

 

行政評価はあくまでも村が前年度に実施した事務事業の実績に対する検証結果であり、

本委員会において実施した外部評価時点において既に改善がされている、又は改善が予定

されている事業であっても、前年度の実績をもとに評価した結果を記載している。 

旧年度に提言を述べたもので、昨年度までは未実施（未対応）であったが、今回の評価ま

での間に改善が図られている事務事業も見受けられており、委員会意見を尊重し各課連携

のもと検討が進められ、業務のやり方や改善を実現するために努力されている点を、あらた

めて評価したい。 

また、特にコストや実績では計ることが出来ない窓口の対応等について、改善が図られて

いることについても高く評価をしたい。 

 

○今年度評価対象外の施策に対する意見 

外部評価からの提言として、今年度の評価対象施策外である基本施策６－３「エネルギー

対策の推進」に分類される内容についても、意見が出されたため次に記載する。 

・現在村内に EV 充電器施設、水素ステーションが何か所あるのか把握し、今後の設置目

標を掲げ補助金等について検討されたい。 

・災害防止の観点から、開発行為のチェック機能を高め、安心安全な環境を維持してほし

い。 
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３．今後の行政評価のあり方（課題等）について                      

 
（１） 外部評価対象事業の選定方法及び外部評価の流れについて 

10 年間の村の総合振興計画で定められた村の将来像が、この報告書の「はじめに」で示

されています。この将来像に誰も異存はないでしょう。問題は、この姿に少しでも近づくた

めに行政は日々取り組んでいるかということです。 
世間では、「理想と現実」というように、高い理想像に対して現状に甘んずるという心情

がよく見られます。しかし、この理想像に対する村民の熱望に応え、また、この理想像に向

けた着実な歩みの為に、村では 10 年間の政策と基本施策が定められました。この行政評価

推進委員会では、この基本施策について毎年 8 個程度を選定し、「外部評価」を行ってきま

した。今回の報告書が 4 回目となり、28 個の基本施策全ての 1 回目の評価が完了しました。

まさに、継続は力です。この 1 回目完了を 10 年間の後半の政策の推進に役立てていただき

たいと思います。 
毎回の報告書で指摘させていただいていますが、この外部評価は、村の行政担当者の内部

評価の資料と、担当者に対するヒアリングを主な評価対象としています。自らの行政の仕事

ぶりを自ら評価するという、これまでなかった仕事に対する取り組みの姿勢が問われると

思います。村の将来像を実現するという理想の実現が、村民の生活の向上につながるという

心構えをさらに自覚して、日々の業務と内部評価に取り組んでいただきたいと思います。 
 

（２） ヒアリング時の担当課の対応について 
ヒアリングは、基本施策に関する内部評価資料に対する事前質問を各委員から取りまと

め、この事前質問に対して、村当局からの回答を頂き、この回答に対してさらに聞きたいこ

とをヒアリングしました。 
基本施策は、実際の事務事業が複数の担当課に分かれることもあり、複数の担当課の同席

のもと、事務事業評価シートの詳しい記載について、本委員会の各委員が自らの専門分野の

知識から疑問に思うことや提言等を活発にヒアリングできたと思います。 
このヒアリングの様子は、庁内で同時中継され、職員は執務机から視聴できる体制となり

ました。ヒアリングも回を重ねるたびにスムースに行われてきたと評価できます。ただ、1
日で膨大な資料に関するヒアリングをするので、この場で聞きたいことの回答を求めるだ

けで、ヒアリング内容に関する委員の間での自由な議論ができたかというと自信がありま

せん。限られた時間内であり各委員の疑問点については一定程度解消されたと思われます

が、ヒアリングのみでは現場の抱える問題を十分理解することが困難であるため、今後は書

面だけの判断ではなく、現場調査により実態を理解したうえでヒアリングに臨むといった

機会を設けていただきたいという意見が出されました。 
各委員の専門分野からの意見や提言は、各委員による評価書の作成において十分記入さ

れ、この報告書で取りまとめられています。これに対する村の対応が、PDCA サイクル（計
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画・実行・評価・改善）の最後の「改善」として、まとまり次第この委員会に示され、広く

公表されるので、このサイクルは 1 年間ですが改善は持続的に行われるので、10 年サイク

ルと考えるべきでしょう。この為にも継続は力と信じたいと思います。 
 

（３） 外部評価実施に対する全体的な意見・感想について 
外部評価の中心が、基本施策評価シートの上段に記載されている「むらづくり指標の達成

度」とそれに対する内部評価の記載内容にあります。ですから、このむらづくり指標の項目

と目標値をどのように設定するかが大変重要です。10 年間の総合振興計画の前半に関する

外部評価において、本委員会はこの指標と目標値に対する意見や提言を様々に表明してき

ました。後半 5 年間のこの設定が今後の課題となります。その際には、村民からのパブリッ

クコメントを募るなり、本委員会にも情報を提供していただいて、意見を吸い上げるなりし

ていただきたいと思います。 
現代は、次々と新たな社会問題や行政課題が発見され、住民はその解決を公共部門に求め

がちです。限りある行財政資源を考えますと村民と協働して取り組む課題も従来から重視

されてきました。村の行財政に関する正しい情報を公開し、理解していただいて住みよい村

づくりになお一層努力して頂きたいと思います。 
なお、今年度の本外部評価とは直接関係はありませんが、2021 年度「自治体四季報全国自

治体経営力ランキング※1」において、住民の持続可能な幸福を実現する力、すなわち自治体

の行政経営力が分析され、西郷村が総合部門全国第１位であるという結果が WEB サイト

上で公開されました。 
 様々な指標から、独自の手法により分析・算出された「自治体スコア」による格付けとな

りますが、全国で総合部門ランキング第１位となったことは大変喜ばしいことであります。 
これも、村長さんをはじめ、職員の皆さんの努力の賜物であり、そこに西郷村の村民の皆

さん一人ひとりのご協力や支えがあって、このような評価が得られたのだと思います。 
来年度以降も現在のランキングを維持できるよう、村民の皆さまと共にむらづくりを推

進されますようお願い申し上げます。 
 
 
                            西郷村行政評価推進委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 自治体四季報全国自治体経営力ランキング…総務省が公開している財政状況資料集及び市町村税課税状況等の

調を解析・数値化し、全国 1,741 自治体の「住民の持続可能な幸福を実現する力（＝自治体の経営力）」を見え

る化した WEB サイト（株式会社コウダプロ作成）。 
民間企業を見るような視点で自治体の経営力をスコア化。バランスを意識した「人口増減率」「地方税収増減率」 
「人口一人当たり地方税収」「人口一人当たり職員人件費」「財政調整基金増減率」の５つの数値から、自治体 
の発展性／住民の豊かさ／安定性／コストパフォーマンスが客観的に分析され「自治体スコア」が算出される。 
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資料                            
〇西郷村行政評価推進委員会委員名簿 

任期 自：令和 ２年 ７月 ２日 
至：令和 ５年 ７月 １日 

 

 委 員 氏 名 備 考 

1 藤原 一哉 会長 

2 花安 紀夫 職務代理者 

3 居川 孝男  

4 金田 裕二  

5 村田  清  

6 遠藤 玉美  

7 菊地 幹雄  

8 大越 則恵  

9 西坂 雄治  

10 尾崎 梨恵  
 
 
 
〇西郷村行政評価推進委員会（外部評価）の開催経過 

会 議 開  催  日 内   容 

第１回 令和３年 7 月 13 日（火） ・行政評価基本方針について 
・外部評価対象事業の選定について 

第２回 令和３年 8 月 12 日（木） ・外部評価の進め方について 
・外部評価の実施（ヒアリング形式） 

第３回 令和３年 9 月 30 日（木） ・外部評価結果について 
・外部評価報告書（案）について 

第４回 令和３年 10 月 22 日（金） ・外部評価報告書の決定 
・評価結果について（具申） 
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〇令和元年度～令和３年度 外部評価結果一覧表 

 
 

 
 
 
  

※外部評価結果（R２年度以降の外部評価では、４段階評価にプラスマイナスを付して細分化） 
 A 計画以上に進捗しており、このまま継続して事務事業を推進する。 
 B ほぼ計画どおり進捗しており、継続して事務事業を推進する。 
 C 目標を下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 
 D 目標を大きく下回る要因の分析と施策の見直しを要する。 
※主担当課、関連課欄には、令和３年度外部評価時点での該当所属名称を記載。 
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令和３年度 
（令和２年度実施事業分） 

基本施策評価シート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政評価推進委員会の外部評価にあたっては、担当課へのヒアリングのほか、西郷村が実

施した施策評価（内部評価）の結果（※基本施策評価シート）を参考に実施したことから、

本報告書の参考資料として添付しております。 
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実施

目標値

全体総括

総合評価

個
別
施

策
の
評
価

　 方向性 個別施策名 方向性

※方向性：拡充・強化/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討/－

目標値

目標値

目標値

達成度

実績

令和２年度　基本施策評価シート
令和 年度3

施策コード

基本施策

主担当課

関連課名

目標値

実績

達成度

達成度

実績

達成度

目標値

実績

実績

達成度

基本目標

達成度

単位
初期値
(H27）

む
ら
づ

く
り
指
標
の

達
成
度

目標値

実績

達成度

実績

現状と課題

実績

R2R元指標名 H29 H30
目標値
(R3)

達成度

目標値

基本施策に対する総合的な評価

A 目標に向け順調に進んでいる

B 目標に向けある程度進んでいる

C 目標より遅れているため見直しが必要

の３段階で評価しています。

当該施策における西郷村の現状と、課題について記載しています。

西郷村第四次総合振興計画（冊子）に記載している内容と同様です。

前期計画で掲げたまちづくり指標を記載し

ています。

この指標により、本施策の進捗を把握しま

す。

既に、目標を達成している指標や、本施策

の進捗を表すのに適していない指標などに

ついては、後期計画策定時に見直しを図り

ます。

初期値

西郷村第四次総合振興計画（前期計画）に掲載。

前期計画策定時点で、収集可能な最新値を初期値としています。

H29～R3目標値・実績

各年度における目標及び実績値。新たに令和２年度の実績を

追加しています。

達成度

西郷村第四次総合振興計画（前期計画）で掲げた各目標値に

対する達成率。

各基本施策に属する個別施策名を記載し

ています。

当該基本施策に対する事務事業を所管する主

担当課及び関連課を記載しています。

当該基本施策が含まれる基本目標を記載しています。

基本施策のコード、名称を記載しています。

事務事業評価

（２次）の結果を踏

まえ、個別施策単

位で、今後の取組

について４段階で

評価しています。

２次評価、むらづくり指標の達成度、個別施策の評価を踏まえて、基本施策

を全体的に評価し、今後どのような方向性で取り組むのか、施策の目標を効

果的・効率的に達成するために取組が必要か等を記載しています。

（記載事項説明）
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担当課評価
二
次
評

価

一
次
評

価

0

事務事業評価（実施計画）

合計

事業名 課名 必
要
性

補
・
単

事業費（千円）
個
別
施

策

達
成
度

効
率
性

公
平
性

緊
急
性

令和２年度

（決算）

令和３年度

（予算）

令和４年度

（計画）

基本施策に紐づく、個別施策名を記載しています。

個別施策に紐づく、事務事業

名を記載しています。

それぞれ、事務事業毎に分け

られた個別の評価シートにより

内部評価を実施しており、その

結果を右側に転記しています。

事務事業毎の内部評価（１次、２次）の

結果を記載しています。

各項目の評価基準については、下表

「内部評価基準」のとおりです。

事務事業の実施に要する費用（計

画）額。

令和２年度は実績値（決算額）、令和

３年度は当初予算額に修正済。

必要性

A 必要性が高い

B 必要性がある程度認められる

C 必要性が低い

効率性

A 見直す余地はない

B 概ね達成した

C 見直す余地がある

公平性

A 偏りは見られない

B どちらとも言えない

C 偏りがある

緊急性

Ａ 緊急性がある

Ｂ どちらとも言えない

Ｃ 緊急性はない

一次評価（担当課長評価）

・継続実施

・休止・廃止

・民営化

・国・券に委譲

・終了

事務事業の評価結果（１次）を踏まえ、政策、事業費、労務費のそれぞれの方向性（拡大・拡充、現状維持、縮小・統合、次年度以降検

討）を決定。

▼担当課評価

▼２次評価（企画政策課、財政課、総務課評価）

達成度

A 達成した

B 概ね達成した

C 達成しなかった

事務事業 内部評価基準

▼本シート表面の施策評価

事務事業評価（２次）の結果を踏まえ、本シートおもて面の施策評価を行う。
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現状維持
（一部検討要）

全体総括
（2次評価）

　事業ごとに見ると、それぞれ一定の成果が表れてはいるが、むらづくり指標の達成度
は低い。
　保育料無料化などの社会的背景もあり、保育園の定員を超えた待機児童数も減少して
いない。一方、定員割れしている村立幼稚園については、今後の方針も示されていな
い。
　待機児童の解消や村立幼稚園の今後の在り方については、早急に対応することが望
まれており、保育園、幼稚園を問わず、安心して子育てができる環境整備が必要となっ
ている。
　病児病後児保育、障がい児保育、さらには預かり保育等については、さらなる充実が
望まれている。

総合評価

B

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

1-2-4 障がい児保育の充実 現状維持 ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

1-2-1 待機児童対策 現状維持

1-2-2 多様なニーズに応じた教育・保育の充実

1-2-3 幼保小連携の強化
次年度以降

検討

実績

目標値

達成度

目標値

実績

達成度

達成度

達成度

実績

目標値

目標値

0.0%達成度 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.0%

実績 未実施 未実施 未実施 実施 実施

実施 実施 実施

達成度 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

実施

実績 未実施 未実施 未実施 未実施 未実施

実施

実施

関連課名
学校教育課

令和 3 年度
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 福祉課基本目標 1　希望に満ち、子どもたちが健やかに育つむらづくり

施策コード 1-2

基本施策 幼児期の教育・保育の充実

実績 433 453 453

目標値

人

0

現状と課題

○社会情勢、近隣関係、家族構成等の変化及び就労形態、価値観等の多様化に伴い、教育・保育ニーズが増加するとともに、多
様化してきており、教育・保育ニーズを把握しながら、提供体制の量的確保と質的充実を計画的に推進していく必要があります。
○本村においても、保育ニーズの高まりを受けて、待機児童の解消が喫緊の課題となっており、平成31年度に新たな保育園が開
設される予定となっています。
○乳幼児期から就学後にいたる発達の連続性を踏まえた子どもの育ちを支援するためには、各時期における教育・保育の質の改
善を図るとともに、各関係機関の連携を強化していく必要があります。
○障がいを抱える子どもや発達が気になる子どもなど特別な配慮が必要な子どもを含めて、一人一人の状況を把握し、発達に応
じた一貫した支援が必要です。そのため、保育園、幼稚園等における支援体制の強化や職員の専門性の向上が求められます。

0 0

実績 27 64 59 33

0.0% 0.0% 0.0%

53

0.0%達成度 0.0% 0.0%

病児病後児保育の実施

目標値

－

実施 実施 実施

実績

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30

３年保育・預かり保育の実施（幼稚園）

目標値

－

実施 実施 実施

待機児童数

達成度 83.6% 87.5% 87.5%

目標値
(R3)

保育提供体制の確保（村内保育園の定員）

目標値

人

518 518 518 518

R元 R2

実施

518 518

112.5% 112.5% 0.0%

583 583

00 0
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13 A C A B A A B 単

14 － － － － － － － 補

15 A B A A A A B 補

16 A A A B A A B 補

17 A A A B A A B 補

18 A B A B A A B 補

19 － － － － － － － 補

20 B A B A B A B 単

21 A B A B A A B 補

22 B A B B B A B 補

23 A B A A A A A 補

24 A A A A A A A 補

25 A A A B A A B 補

26 A A A A A A B 単

27 A B B B A A B 補

28 A A A A A A B 補

29 A B A A A A B 補

30 A B B A A A D 単

31 A B A A A A D 単

32 A A C A A A B 単

33 A A A A A A B 単

19,943

12,082

幼稚園管理費（一般） 学校教育課 1,855 1,822 1,955

まきば保育園施設管理費 福祉課 5,560 6,054 6,054

施設型給付事業 福祉課 14,519 17,930 17,930

まきば保育園施設運営費 福祉課 15,555 16,230 16,230

まきば保育園施設整備費（臨時） 福祉課 2,310

1-2-3

幼稚園における幼保小中連携事
業

学校教育課 0

幼保小連携の強化

1,495

広域入所費 福祉課 9,986 12,082

31,210

合計 444,794 614,313 514,913

1-2-4 障がい児保育の充実

0

障がい児保育事業補助金 福祉課 420

2,584 2,584

420 420

病児保育事業 福祉課 2,999

1,833

768

60,000

みずほ保育園保育事業 福祉課 138,774 140,962 140,962

被災した子どもの健康・生活対策
等総合支援事業

福祉課 0

福祉課 108,495 110,443 110,443

2,436 2,436

68 2,700 2,700

0

1,300

二
次
評
価

一
次
評
価

117,175

214

保育士宿舎借上支援事業 福祉課

子育て短期支援事業 福祉課 120 768

211

くまっこ保育園保育事業

211

多様なニーズに応じた教育・保育の充実

地域保育事業 福祉課 24,539 29,171

保育士就職準備金貸付事業 福祉課 2,200 1,300

一時保育事業 福祉課

1-2-2

川谷保育園運営補助事業（保育
所等給食検査体制整備）

福祉課

1-2-1

令和４年度
（計画）

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

公
平
性

緊
急
性

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

待機児童対策

待機児童解消対策事業 福祉課 0

担当課評価

110,360

0

延長保育促進事業 福祉課 5,532 8,746 8,746

0

福祉課 109,818 110,360川谷保育園保育事業
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※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
（2次評価）

　各種スポーツ面においても、令和２年度はコロナ禍の影響は大きく、各種大会等も中止
が続いたため、参加者数は大きく減少した。
　しかし、全体を通して前年まではある程度、スポーツの推進は図られてきた。
　今後は、老若男女が楽しめる村のシンボルスポーツである健康ワーキングやラジオ体
操などの充実を図り、様々な交流が図れるよう事業を拡大すべきである。

総合評価

Ｂ

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

2-5-1 スポーツに親しむ機会の充実

2-5-3 スポーツ環境の整備・充実 現状維持

現状維持

2-5-2 競技スポーツの推進 現状維持

実績

目標値

達成度

目標値

達成度

実績

実績

達成度

目標値

実績

目標値

達成度

体育協会加盟団体会員数

目標値

人

1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

達成度 94.8% 94.8% 87.7% 87.7% 93.2% 0.0%

実績 1,232 1,232 1,140 1,140 1,211

120,000

実績 104,595 167,912 145,207 93,578 118,511

0.0%達成度 87.2% 139.9% 121.0% 78.0% 98.8%

村内スポーツ施設利用人数

目標値

人

120,000 120,000 120,000 120,000

スポーツ大会、教室等の参加人数

120,000

3,000 3,000 3,000

実績 2,472 16,508 14,294 8,672 1,562

目標値

人

3,000 3,000 3,000

達成度 82.4% 550.3% 476.5% 289.1% 52.1% 0.0%

72.0% 84.6% 72.6% 0.0%

実績 253 354 360 423 363

現状と課題

○健康や体力づくりへの関心が高まっており、西郷村シンボルスポーツ（健康ウォーキング・ラジオ体操）等の実践を通して、ス
ポーツ人口も増加してきています。2020年には東京でオリンピック・パラリンピックが開催されることもあり、ますますスポーツに関
心を持ち、親しむ人が増えてくるものと思われます。
○子ども運動広場、屋内村民プール等のスポーツ施設を活用し、子どもから高齢者まですべての人がライフステージに応じたス
ポーツ活動に参加できるようスポーツ機会の充実を図ることが必要です。
○より多くの村民が気軽にスポーツに親しむことができる環境整備を推進するとともに、スポーツを「みる」、「ささえる」など、多様な
楽しみ方ができ、スポーツを通じて多様な交流が生まれる環境の整備を推進していくことが必要です。

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

スポーツクラブ登録件数

目標値

件

500 500 500 500 500 500

達成度 50.6% 70.8%

関連課名

令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 生涯学習課

施策コード 2-5

基本施策 スポーツの推進

基本目標 2　自らを高め、共によりよく生きるむらづくり
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78 A B A A C A B 単

79 － － － － － － － 単

80 A C A A A A B 単

81 A C B B B A B 単

82 A B B A C A B 単

83 C C B C C C E 単

84 A B C B C A B 単

85 A A C B A A B 単

86 B C C B B A B 単

88 A A B B B A B 単

89 B C B C C B B 単

90 A A B A B A B 単

91 A A B B B A B 単

92 B B B B B A B 単

93 A A B B B A B 単

94 B B B B B A B 単

95 B A B B B A B 単

96 A C B B A A B 補

97 － － － － － － － 単

2-5-2 競技スポーツの推進

スポーツ教室諸費 生涯学習課 0

スポーツ競技大会出場激励金事
業

生涯学習課 0

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

0 0

合計 63,380 80,889 73,544

甲子高原こども運動広場管理費 生涯学習課 1,287 1,251 814

体育施設整備事業（臨時） 生涯学習課 0 2,211 0

社会施設災害復旧費体育施設費 生涯学習課 7,260

41,304 41,304

グランド管理費 生涯学習課 1,483 3,197 3,197

体育館管理費 生涯学習課 8,433 7,652 7,652

野球場管理費 生涯学習課 5,892 7,070 6,341

村民屋内プール管理費 生涯学習課 30,230

500

体育施設費（一般） 生涯学習課 2,918 5,784 2,116

2-5-3 スポーツ環境の整備・充実

西郷村スポーツイベント等誘致促
進事業補助金

生涯学習課 0 500

3,000 3,000

村スポーツ少年団補助金 生涯学習課 1,108 1,108 1,108

4,000

ふくしま駅伝参加補助金 生涯学習課 1,376 2,000 2,000

村体育協会補助金 生涯学習課 3,352 4,300

西の郷クロスカントリー大会補助
金

生涯学習課 0

288 288

保健体育総務費親子富士登山事
業〔２年度まで〕

生涯学習課 0 0 0

西郷村シンボルスポーツ推進事業 生涯学習課 41 924 924

2,050 2,050

村民登山大会補助金 生涯学習課 0 300 300

2-5-1 スポーツに親しむ機会の充実

保健体育総務費（一般） 生涯学習課 2,160 2,319 2,319

令和３年度
（予算）

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）
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2-6-4 伝統文化の継承支援 現状維持 ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
（2次評価）

　文化祭・美術展等コロナ禍の影響により中止が相次ぎ、むらづくり指標の達成度が低く
なった。
　文化協会加盟団体会員数は毎年増加しており、文化活動に対する関心は高まってい
る。
　今後は、これら文化活動の周知や発表する機会を創出し、さらなる活動の支援を行っ
ていく必要がある。
　また、一方では、地域の文化、民族芸能等の伝承が困難になっているため、郷土愛を
育み、継承していく事業の展開も行っていく必要がある。

総合評価

Ｂ

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

2-6-1 良質な芸術文化にふれる機会の充実

2-6-3 文化財の保護・活用 現状維持

現状維持 2-6-5 芸術・文化活動拠点の整備
次年度以降

検討

2-6-2 文化活動の促進 現状維持

実績

目標値

達成度

目標値

達成度

実績

1,350

実績 1,306 1,660 1,802 1,860 1,419

0.0%達成度 96.7% 123.0% 133.5% 137.8% 105.1%

文化センター利用件数

目標値

件

1,350 1,350 1,350 1,350

民俗芸能・盆踊り補助金額

1,350

600,000 600,000 600,000

実績 450,000 750,000 450,000 600,000 150,000

目標値

円

600,000 600,000 600,000

達成度 75.0% 125.0% 75.0% 100.0% 25.0% 0.0%

新しい「文化財制度」を含む指定文化財件数

目標値

件

20 20 20 20 20 20

達成度 55.0% 55.0% 75.0% 75.0% 75.0% 0.0%

実績 11 11 15 15 15

150

実績 125 191 293 290 136

0.0%達成度 83.3% 127.3% 195.3% 193.3% 90.7%

ふるさと西郷講座受講者数

目標値

人

150 150 150 150

文化協会加盟団体会員数

150

340 340 340

実績 331 299 326 366 371

目標値

人

340 340 340

達成度 97.4% 87.9% 95.9% 107.6% 109.1% 0.0%

112.4% 115.7% 0.0% 0.0%

実績 2,026 2,738 2,585 2,662 0

現状と課題

○近年、地域の伝統文化や歴史に対する関心が高まり、その重要性が再評価されてきています。本村の誇れる文化を再発見し、
むらづくりに活用していくことが必要です。
○一方で、生活様式の多様化や少子化の進行等により、地域の歴史や文化、民俗芸能の継承が困難になりつつあります。伝統文
化を後世につないでいくためにも、受け継ぐ若者の育成を図るとともに、より多くの村民が村の伝統文化に親しむ機会を拡充してい
くことが重要です。
○心の豊かさが求められる時代において、村民が優れた芸術に触れ、気軽に文化活動に親しむことができる環境づくりが必要で
す。
○村では、優れた美術や音楽を鑑賞できる機会の創出や、各種教室の開催や文化活動団体への支援等を通じて、芸術・文化環
境の充実に努めています。引き続き良質の芸術・文化に触れる機会拡充と環境整備を図っていく必要があります。

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

文化祭・美術展等の鑑賞者数

目標値

人

2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

達成度 88.1% 119.0%

施策コード 2-6
関連課名

基本施策 芸術・文化の振興

令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

基本目標 2　自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 主担当課 生涯学習課
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98 A B B A B A B 単

99 B A B B B A B 単

100 B A A B B A B 単

101 B C B B B A B 単

102 A A B A C A B 単

103 A B B B A A B 単

104 A A B B A A B 単

105 A C B A B A B 単

106 A B B B B A B 単

107 A C B B B A B 単

108 A A A A A A B 単

109 A B B A B A B 単

110 A C B B B A B 単

111 B C B B B A D 単

文化財保護費（臨時） 生涯学習課 880 0 1,180

総合美術展補助金 生涯学習課 0 300 500

盆踊り大会補助金 生涯学習課 150 450 450

ふるさと講座事業 生涯学習課 0 28 28

文化財保護費 生涯学習課 379 1,452

複合型文化施設建設事業 生涯学習課 0 0 200

合計 3,659 5,316 6,231

上羽太天道念仏踊保存会補助金 生涯学習課 0 300 300

2-6-5 芸術・文化活動拠点の整備

村内遺跡調査事業 生涯学習課 255 375 0

2-6-4 伝統文化の継承支援

1,362

民俗資料館諸費 生涯学習課 1,524 2,115 2,115

文化協会補助金 生涯学習課 471 596 596

2-6-3 文化財の保護・活用

文化芸術活動事業 生涯学習課 50 100 100

2-6-2 文化活動の促進

文化活動推進事業 生涯学習課 0 146 1,000

文化祭実行委員会補助金 生涯学習課 0 400 400

2-6-1 良質な芸術文化にふれる機会の充実

社会教育総務費（一般） 生涯学習課 196 630 494

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）
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関連課名
総務課

令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 産業振興課

施策コード 3-2

基本施策 商工業の振興

基本目標 3　活力ある、交流とふれあいのむらづくり

現状と課題

○社会経済のグローバル化の進展等により、製造業を中心に産業の空洞化が進んでいる中、本村には、精密機械工業をはじめ、
多くの工場が立地しており、地域産業と雇用を支えています。今後も、本村の強みを活かした企業誘致を進めるとともに、製造業
以外の企業の立地を促進していくことが課題となっています。
○国は、日本再興戦略の中で、新たな有望成長市場として、IoT（モノのインターネット化）やビッグデータ、人工知能の活用、世界
最先端の健康立国、環境・エネルギー分野への投資、スポーツの成長産業化等を掲げています。本村にある地域資源の活用と産
学官、企業間連携等による戦略的な産業振興を図っていく必要があります。
○長引く不況等を背景に、地域経済は疲弊しており、特に中小企業は厳しい経営状況に置かれています。経営の安定化を支援す
るとともに、新たな事業展開等を支援していくことが必要です。

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

村内企業数

目標値

社

535 535 535 535 535 535

達成度 97.6% 97.6% 97.6% 98.7% 160.9% 0.0%

実績 522 522 522 528 861

4,000

実績 3,851 3,851 3,851 3,851 3,851

目標値

人

4,000 4,000 4,000

達成度 96.3% 96.3% 96.3% 96.3% 96.3% 0.0%

創業支援事業計画を活用した村内創業者数

目標値

人

7 7 7 7

製造業従業員数

7

4,000 4,000

7

実績 0 0 0 0 0

0.0%達成度 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

卸売・小売業事業所数

目標値

事業所

115 115 115 115 115 115

達成度 93.9% 93.9% 93.9% 93.9% 93.9% 0.0%

実績 108 108 108 108 108

実績

目標値

達成度

目標値

実績

達成度

目標値

達成度

実績

目標値

達成度

3-2-3 企業誘致の推進
現状維持

（一部検討有）

現状維持

3-2-2 創業支援
次年度以降

検討

実績

　全体総括
　（２次評価）

　全体的に見ると現状維持の状態が続いている。
　令和2年度はコロナ禍の影響により、商工業者にとっては厳しい状況であったが、村でも独自に支
援策を講じるなど、一定の効果はあったものと思われる。本年度においても引き続き、状況に応じた
支援策は必要である。
　創業支援については、制度の活用までに至っていないことから、事業内容を見直し、創業しやす
い環境を整える必要がある。また、中小企業振興条例に基づき、振興計画を策定し、商工会、産業
サポート白河等と連携し、村の産業振興に努めるべきである。

総合評価

B

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

3-2-1 経営基盤強化支援

3-2-4 産学官連携・企業間連携の推進 拡大・拡充 ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－
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55 － － － － － － - 単

56 A B B A A A B 単

57 A A B A A A B 単

58 A B B A A A B 単

59 A A A A A A B 単

60 A B A A A A B 単

61 A B A A A A B 単

62 A C B B A B B 補

63 A B B A B A Ｄ 補

64 A B B B A B Ｂ 単

65 A A A A A A Ｄ 単

66 A B A A A C Ｅ 単

67 A B B B B A A 補

中小企業経営合理化資金信用保
証料補助金

産業振興課 178 1,356 1,356

中小企業経営合理化資金融資利
子補給補助金

産業振興課 1,332 10,600 10,600

3 3

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）

3-2-1 経営基盤強化支援

労働諸費（一般） 産業振興課 0

1,615 1,322

中小企業経営合理化資金融資原
資貸付金

産業振興課 90,000 190,000 190,000

商工振興費（一般） 産業振興課 230 375 375

西郷村商工会運営補助事業 産業振興課 6,407 7,180 7,180

中小企業対策費 産業振興課 1,200

13,658 17,166

3-2-3 企業誘致の推進

企業誘致費 産業振興課 30 3,460 460

3-2-2 創業支援

商工費（一般）創業支援事業 産業振興課 0 0 0

西郷村奨学金返還支援基金事業 産業振興課 14,035

36,806 36,806

0

合計 143,512 266,053 266,038

3-2-4 産学官連携・企業間連携の推進

しらかわ地域ものづくり高度化・海
外展開促進事業

産業振興課 0 0

工業用水道事業会計負担金 産業振興課 29,695

東京にしごう会支援事業 総務課 405 1,000 770
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令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 福祉課

現状と課題

○社会環境の複雑化に伴い、障がい者（児）の状況も複雑かつ多岐にわたるようになっています。特に、精神障がい者の増加が顕
著なほか、学習障がいや高機能自閉症などを含む発達障がいが支援の対象として明記されるなど、よりきめ細かな支援が求めら
れています。
○障がい者自身や家族の高齢化、核家族化の進展による家族での介助・支援機能の低下など、障がい者（児）を取り巻く環境は
変化し、家族の負担や不安も大きなものとなっています。一人一人の状況に応じたきめ細かなサービスが提供できる基盤の整備
を図るとともに、必要な支援を受けることができるための相談支援と、必要な人に確実に届ける情報提供が必要です。
○障がいがあっても地域で自分らしく安心して暮らしていくためには、地域における障がいに対する理解や障がいのある人の社会
参加が不可欠であり、共に参加・活動する機会を拡充していくことが必要です。

施策コード 5-4

基本施策 障がい者福祉等の充実

基本目標 5　自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり

関連課名
拠点整備室

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

福祉施設利用者の一般就労への移行者数

目標値

人

5 5 5 5 5 5

達成度 40.0% 60.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0%

実績 2 3 1 1 1

6目標値

人

6 6 6

達成度 100.0% 550.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0%

地域生活支援事業費

目標値

千円

15,000 15,000 15,000 15,000

就労移行支援事業利用者数

15,000

6 6

実績 6 33 3 3 3

15,000

実績 12,173 13,425 14,300 14,183 14,559

0.0%達成度 81.2% 89.5% 95.3% 94.6% 97.1%

重度障がい者支援費

目標値

千円

24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000

達成度 92.1% 84.6% 91.8% 90.5% 80.2% 0.0%

実績 22,112 20,298 22,031 21,718 19,237

5-4-3 障がい福祉サービスの充実 現状維持

現状維持

5-4-2 社会参加・就労支援 現状維持

5-4-4 バリアフリーのむらづくり 現状維持 ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
(2次評価）

　障がい者福祉等に対しては、就労支援等達成度が低い状況である。
　相談体制の強化や各種支援を行っているが、地域住民、支援者、行政等社会全体で
取り組んでいかなければならない。
　特に、公共施設においてのハード面での整備は遅れているので、早急に対策を講じる
べきである。また、発達障がい者も増えており、家族の負担や不安も大きいため、相談体
制の強化や必要な支援の検討をする必要がある。

総合評価

B

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

5-4-1 相談支援体制の強化
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168 A A A A A A B 単

169 A A A A A A A 単

170 A A A A A A B 単

171 A B A A A A B 補

172 A C C A B A B 単

173 A C C A B A B 単

174 － － － － － － - 単

175 A A A A A A B 補

176 A A A A A A B 補

177 A B A A B A B 補

178 A A A A B A B 補

179 A B B B B B B 単

180 A A A A A A B 補

181 A A A A A A B 単

182 A B A A A A B 単

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）

5-4-1 相談支援体制の強化

障がい者相談支援事業 福祉課 2,093 2,298 2,298

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

700

在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成
事業

福祉課 186 264 264

5-4-2 社会参加・就労支援

ボランティアセンター事業 福祉課 699 700

難聴児補聴器購入費等助成事業 福祉課 11 300 300

身体障がい者自動車操作訓練費用助
成事業

福祉課 0 100 100

身体障がい者自動車改造費用助成事
業

福祉課 0 100 100

120

社会福祉総務費 福祉課 6,138 3,587 3,587

5-4-3 障がい福祉サービスの充実

（新型コロナ対策）障がい者施設等事
業継続支援事業

財政課 0 120

自立支援給付事業 福祉課 9,116 331,136 335,996

地域生活支援事業 福祉課 14,559 20,499 20,499

罹災見舞金 福祉課 0 400 400

5-4-4 バリアフリーのむらづくり

重度障がい者支援事業 福祉課 19,237 25,528 26,419

重度心身障がい者タクシ－料金助成
事業

福祉課 192 300 300

障がい児通所支援事業 福祉課 129,220 140,700 150,200

公共施設等バリアフリー化の推進 拠点整備室 0 0 0

合計 181,451 526,032 541,283

- 32 -



令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 福祉課

現状と課題

○地域社会における連帯感や相互扶助意識の希薄化を背景に、支援が必要な人たちを地域全体で支える地域福祉の推進が求
められています。特に、東日本大震災を経験した今では、ますますその重要性が再認識されています。
○誰もが安心して地域で暮らしていくためには、一人一人の状況に応じたきめ細かな支援が必要であり、公的サービスの充実と合
わせ、多様な主体による支え合い活動が不可欠です。地域福祉の担い手となるボランティアやＮＰＯ、民間企業等の育成及び活動
支援を図るとともに、必要とされているニーズと提供できる支援をつなぐ仕組づくりが必要です。
○生活困窮者及び生活保護受給者の増加を受け、生活困窮者に対し、生活保護に至る前の段階での自立支援策の強化が求め
られています。

施策コード 5-5

基本施策 地域福祉の充実

基本目標 5　自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり

関連課名
健康推進課

防災課

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

福祉関連ボランティア団体数

目標値

団体

4 4 4 4 4 4

達成度 75.0% 50.0% 175.0% 0.0% 0.0% 0.0%

実績 3 2 7 0 0

5目標値

人

5 5 5

達成度 40.0% 40.0% 80.0% 20.0% 180.0% 0.0%

生活困窮者支援事業による就労者数

5 5

実績 2 2 4 1 9

5-5-3 安全・安心の確保 現状維持

現状維持
（一部検討）

5-5-2 コーディネート機能の充実 現状維持

5-5-4 生活困窮者支援の実施 現状維持 ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
(2次評価）

　生活困窮者支援事業による就労者数は目標値を上回ったものの、福祉関連ボランティ
ア団体の実績はなかった。
　地域コミュニティ不足が叫ばれる中、ボランティア、民生児童委員協議会、各種福祉関
係団体や行政組織との連携、協働など地域全体で見守っていく仕組みづくりは必要であ
る。

総合評価

Ｂ

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

5-5-1 ボランティア・福祉団体等の活動支援
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183 A A A A A A D 単

184 B A A B B A B 補

185 A C A A A A B 補

186 A A A A A A B 単

187 A A C B A A B 単

188 A A A A A A B 単

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）

5-5-1 ボランティア・福祉団体等の活動支援

西郷村社会福祉協議会補助金 福祉課 36,990 39,803 42,408

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

ユースプレイス自立支援事業 福祉課 612 688 612

骨髄移植ドナー助成事業 健康推進課 0 140 140

2,800

5-5-3 安全・安心の確保

避難行動要支援者名簿作成事業 防災課 0 0 0

5-5-2 コーディネート機能の充実

西郷村福祉委員会補助金 福祉課 661 997

合計 44,059 41,928 46,260

300

5-5-4 生活困窮者支援の実施

災害援護資金 福祉課 5,796 300
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※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
（2次評価）

　むらづくり指標が初期値(H27)と目標値(R3)と同じであり、ごみの排出量削減ではなく排
出量になっているため、目標値の設定意図が不明であるが、排出量が年々増加している
のは好ましいことではない。
　また、リサイクル率も伸びていない。
　不法投棄や資源回収に関する事業はあるが、根本的なごみの排出量削減のための啓
蒙活動など事業展開する必要がある。
　

総合評価

Ｃ

目標より遅れている
ため見直しが必要

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

6-2-1 ごみの減量化の促進
現状維持

（一部検討有）

6-2-2 ごみ・し尿の適正処理 －

18.0

実績 16.0 14.7 13.3 14.0 8.7

0.0%達成度 88.9% 81.7% 73.9% 77.8% 48.3%

リサイクル率　(資源ゴミ処理実績／リサイクル
プラザゴミ処理総量）

目標値

％

18.0 18.0 18.0 18.0

村民一人一日あたりごみ排出量

18.0

840 840 840

実績 894 914 932 906 913

目標値

ｇ

840 840 840

達成度 94.0% 91.9% 90.1% 92.7% 92.0% 0.0%

89.4% 92.1% 90.7% 0.0%

実績 6,495 6,699 6,857 6,658 6,761

現状と課題

○限りある資源を有効に活用し、環境負荷の低減を図る「資源循環型社会」の実現に向け、ごみの減量化に向けた社会的気運が
高まっています。資源循環型社会の形成に向けた法整備も進められており、消費者、行政、事業者がそれぞれの役割・責務にお
いてごみの減量化・再資源化を進めていくことが求められています。
○村では、ごみ分別の徹底とリサイクル意識の啓発等により、ごみの減量化を図るとともに、地域団体が実施する資源回収活動
の支援や学校給食における残渣のたい肥化実施など、資源循環型社会の実現に向けた取り組みを進めてきました。今後も、ごみ
の適正処理を図りつつ、村民、事業所、行政による積極的な取り組みを推進していく必要があります。

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

ごみ総排出量

目標値

ｔ

6,130 6,130 6,130 6,130 6,130 6,130

達成度 94.4% 91.5%

関連課名

令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 環境保全課

施策コード 6-2

基本施策 資源循環型社会の推進

基本目標 6　自然と共生し、環境にやさしいむらづくり
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10 A A A A A A Ｂ 単

11 － － － － － － － 単

12 A A C C A B Ｂ 単

13 A B A A B A Ｃ 単

14 B C C B C B D 単

15 － － － － － － － 単

担当課評価
二
次
評
価

0 0

不法投棄監視事業 環境保全課 2,023 2,920 2,920

資源回収推進事業 環境保全課 1,147 1,750 2,000

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

白河地方広域市町村圏整備組合負担
金（し尿処理費）

環境保全課 17,161 16,751 16,751

合計 173,618 175,342 175,596

6-2-2 ごみ・し尿の適正処理

令和４年度
（計画）

6-2-1 ごみの減量化の促進

塵芥処理費（一般） 環境保全課 863 1,181 1,185

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

ごみ回収ボックス貸出事業 環境保全課 0

白河地方広域市町村圏整備組合
負担金（塵芥処理費）

環境保全課 152,424 152,740 152,740

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名
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消防団員数

目標値

施策コード 7-1

基本施策 防災対策・消防体制の充実

基本目標 7　安全が守られ、災害に強いむらづくり

関連課名
拠点整備室

建設課

む
ら
づ
く
り
指
標
の
達
成
度

指標名 単位
初期値
(H27）

H29 H30 R元 R2
目標値
(R3)

令和 3 年度 実施
令和２年度　基本施策評価シート

主担当課 防災課

現状と課題

○平成23年3月に発生した東日本大震災以降も、各地で震災や台風等の大雨による土砂災害が全国で相次いで発生しているほ
か、竜巻による被害が発生している地域も見られており、これまで以上に自然災害に対するリスクが高まっています。
○防災・復旧における地域住民の力が再認識され、東日本大震災では、普段からのコミュニティが災害復旧の大きな力になりまし
た。一方、少子高齢化の進行等により地域活動を担う村民の高齢化が進み、また、消防団員の確保が厳しい状況にあります。自
分の地域は自分たちで守る意識の醸成を図りつつ、担い手の確保に努めていくことが必要です。
○村では、平成10年8月の集中豪雨災害及び平成23年3月の東日本大震災の経験を踏まえ、防災対策における組織体制の明確
化等に取り組むとともに、消防団の充実強化を図っています。今後も、さまざまな災害に対応するための体制強化や減災に向けた
取り組みを推進していく必要があります。
○災害時においては、村民の適切な避難行動を促すためにも、迅速かつ的確な情報を伝えることが重要です。避難勧告・指示の
的確な判断と防災情報が確実に村民に伝わる伝達体制の再構築を図っていく必要があります。

人

330 330 330 330 330 330

達成度 93.9% 92.1% 90.0% 85.5% 81.8% 0.0%

実績 310 304 297 282 270

90.0目標値

％

90.0 90.0 90.0

達成度 95.6% 95.6% 95.6% 93.3% 93.3% 0.0%

自主防災組織率

目標値

％

65.0 65.0 65.0 65.0

消防力充足率

65.0

90.0 90.0

実績 86.0 86.0 86.0 84.0 84.0

65.0

実績 59.0 59.0 59.0 59.0 59.0

0.0%達成度 90.8% 90.8% 90.8% 90.8% 90.8%

消防水利の充足率

目標値

％

92.0 92.0 92.0 92.0 92.0 92.0

達成度 96.7% 99.5% 100.7% 100.7% 101.1% 0.0%

実績 89.0 91.5 92.6 92.6 93.0

デジタル

実績 アナログ アナログ アナログ アナログ デジタル

目標値

方式

デジタル デジタル デジタル

達成度 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

災害協定の締結

目標値

件

23 23 23 23

防災行政無線の再構築

23

デジタル デジタル

23

実績 20 22 22 22 26

0.0%達成度 87.0% 95.7% 95.7% 95.7% 113.0%

防災備蓄倉庫の設置

目標値

棟

2 2 2 2 2 2

達成度 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0%

実績 1 1 1 1 1

目標値

達成度

7-1-3 防災拠点・設備の整備 拡大・拡充 7-1-7 地域における防災活動支援 拡大・拡充

拡大・拡充 7-1-5 危機管理体制の強化 拡大・拡充

7-1-2 情報伝達体制の再構築 現状維持 7-1-6 消防体制の強化 現状維持

実績

7-1-4 治山・治水対策 － ※方向性：拡大・拡充/現状維持/縮小・統合/次年度以降検討／－

全体総括
（2次評価）

　全体的に防災対策は目標に向け取り組んではいるが、消防団員の減少、自主防災組
織率の横ばいなど災害時における体制整備は進んでいない。
　毎年のように災害が発生する中で、現状維持ではく常に充実を図っていく必要がある。
防災訓練の実施、地域住民説明会の開催、避難誘導のマップ作製や案内板の設置など
さらなる整備、充実を図り、村民の生命・財産を守っていくことが重要である。

総合評価

B

目標に向けある程
度進んでいる

個
別
施
策
の
評
価

個別施策名 方向性 個別施策名 方向性

7-1-1 防災意識の啓発
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1 A A A A A A A 単

2 A A C A A C C 単

3 A A A A A A B 単

4 A A A A A A A 単

5 A B A A A A A 単

6 － － － － － － － 単

7 － － － － － － － 単

8 － － － － － － － 単

9 A A A A A A A 補

10 A A A A A A B 単

11 A A B A A A A 単

12 － － － － － － － 単

13 － － － － － － － 単

14 － － － － － － － 単

15 A A A A A A B 単

16 A A A A A A B 単

17 － － － － － － － 単

18 A A A A A A B 単

19 A A A A A A B 単

20 A A A A A A B 単

21 A A A A A A B 単

22 A A C B A A A 単

6,106 6,106

防災課 8,112 8,327 8,327

常備消防費事業 防災課 662 660 660

白河地方広域市町村圏整備組合
負担金事業

防災課 254,905 253,731 253,731

消防自動車等諸費事業 防災課 1,762

3,245 8,460 6,000

消防団活動事業 防災課 13,003 18,859 18,331

福島県市町村総合事務組合負担
金事業

救急事務委託費負担金事業 防災課

事務事業評価（実施計画）

個
別
施
策

事業名 課名

担当課評価
二
次
評
価

事業費（千円）

必
要
性

達
成
度

効
率
性

令和４年度
（計画）

7-1-1 防災意識の啓発

防災意識啓発事業 防災課 0 0 0

公
平
性

緊
急
性

一
次
評
価

補
・
単

令和２年度
（決算）

令和３年度
（予算）

0

7-1-3 防災拠点・設備の整備

拠点づくりプロジェクト事業 拠点整備室 6,612 193 200

7-1-2 情報伝達体制の再構築

防災行政無線事業 防災課 2,428 890

災害情報伝達システム整備事業 防災課 257,626 10,557 9,075

治水砂防対策事業 建設課 55 55 55

7-1-5 危機管理体制の強化

新庁舎整備事業 拠点整備室 24,819 100,017 1,269,750

7-1-4 治山・治水対策

水防事業 防災課 2,316 1,083 1,083

7-1-6 消防体制の強化

福島県総合情報通信ネットワーク
運営事業

防災課 467 800 800

福島県総合情報通信ネットワーク
運営事業（臨時）

防災課 688 0 0

国民保護事業 防災課 737 1,291 1,291

災害対策事業 防災課

4,470 4,470 4,470

非常備消防費（事務局）事業 防災課 389 718 718

700

3,740 2,190

消防自動車等諸費事業（臨時） 防災課 0 26,018 0

ポンプ操法大会事業 防災課 613 4,122 0

消防施設費事業 防災課 2,382

合計 585,291 450,797 1,583,487

7-1-7 地域における防災活動支援

自主防災組織支援事業 防災課 0 700
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